「戸建て免震住宅の耐震設計法に関する研究」

＜要旨＞

1995年の兵庫県南部地震において、激震地近傍に建設されていた2棟の免震建物が無被害だったことにより免震建物の優位性が実証され、免震ブームと呼べる現象が始まった。これまで年間数棟だったものが毎年100棟を超えるペースで免震建築物が着工されていくようになる。その軽さ故に積層ゴム支承での対応が難しかった戸建て住宅の免震化も追い風を受けて、転がり支承、すべり支承の開発が急ピッチで進んでいく。1999年には4社のハウスメーカーが設計の簡略化を目指して建設大臣一般認定を取得し、さらに2000年には建築基準法に新たに免震関連告示が示され、大臣認定（時刻歴ルート）以外の簡易設計の道が開け、普及のための道筋は整備されたかに見える。

筆者らも木造系ハウスメーカーの免震住宅の開発に参加し、数棟の個別認定及び実大振動実験を経て一般認定を取得し、そのメーカー独自の免震設計法を確立してきたが、この過程で設計における次のような新たな問題点が見えてきた。

○表層地盤の影響が大きい

戸建て住宅の免震設計では通常、設計用入力地震動として建築基準法で設定された工学的基盤地震動を建設地のサイト地盤情報で表層地盤増幅した地表面地震動を用いて設計を行うが、この表層地盤増幅が免震応答に与える影響が大きく、ボーリングデータを入手し表層地盤増幅解析から免震応答解析を行ってみなければ、想定した免震装置システムで免震化が可能かどうかが分からない。戸建て住宅の施主にとって、耐震構造では必要の無い数十万円のボーリング調査費用は決して安くないだけに重要な問題である。

○免震装置の優劣が分かりにくい

筆者らはすべり支承と積層ゴムを用いた戸建て住宅用免震システムの開発を行ってきたが、転がり支承など他の実用化されてきている免震装置システムと同一条件での実験による比較がなされておらず、免震挙動、上下動入力の影響、各種依存性、及び施工し易さ等、設計者にとって免震設計時に判断材料とすべき情報が揃っていない。

○耐震構造よりどれ程優位なのか

2000年に「住宅の品質確保の促進等に関する法律」（以下、品確法）が施行され、地震保険もこれにリンクしていることから、戸建て住宅でもかなりの割合で耐震等級表示をするようになってきている。施主からも“耐震等級3の耐震住宅と免震住宅ではどちらが安全なのか？”との質問をしばしば受けるようになった。この場合、免震も同じ土俵（地震動レベル、評価方法）で話をすることになるが、耐震等級3で設計を行おうと地震動を1.5倍すると、敷地及び免震装置に余裕のない戸建て住宅では免震層変位が設計限界変位を越えることがあり、簡単に免震装置、耐震要素を増設すれば対応できるというわけではない。又、免震層にストッパーを配して強制的に免震層変位を制限した場合は、“耐震応答＞免震応答”の図式が成立しない場合も出てくる。

平成16年度には文部科学省から全国を概観する地震動予測地図が提示され、また活断層調査の進行により建設サイトの地震動情報が蓄積されていくことから、これからの構造設計は“どのような地震動に対してどのような応答になるか”を示していく性能明示型の設計となっていくであろう。社会的に重要性の高い建築物にはすでにこの動きが見られるが、戸建ての住宅にはその応答設計の煩雑さから後手の対応となってしまう危惧がある。公共建物の発注者、ビルのオーナーとは違い、戸建て住宅の施主にとって建物の設計は一生に一度の一大事であり、まして免震装置費用などの初期投資が必要な戸建て免震住宅に対しては、性能が一目で分かり免震化の決断の手助けをしてくれる簡便なツールが不可欠と考える。そこで本論文では戸建て免震住宅の耐震設計法並びにその評価法を研究していくことで、望まれる性能を具現化する設計法を確立し、免震化のメリットを評価できるツールを提示することを目的とした。

第2章　免震住宅用表層地盤増幅式を用いた簡易応答予測法では、免震応答に大きく影響する表層地盤の簡易増幅式を提案し、地盤の弾性周期が分かれば即座に免震応答が予測できる仕組みを示した。簡易増幅式は限界耐力設計法の告示式を利用したもので、表層地盤増幅の精算法解析によりその妥当性及び適用範囲を示している。これを用いることで設計当初から免震化が可能かどうかの判断ができる。

第3章　戸建て住宅免震システムの実大振動実験による免震性能の比較分析では、同一の上部架構に実用化されている3種類の免震システムを入れ替わり取りつけて、同一の地震波で加振することにより応答性状比較を行った。想定外レベルの地震動も加振可能な3軸振動台を用いて、上部架構は鉄骨2階建住宅とし、免震システムは、平面（直動）転がり系、曲面転がり系及び平面すべり系の代表的な装置構成としている。比較項目は、免震が機能し始める中地震動レベルから最大入力加速度2G近くの想定外レベル地震動応答、海溝型地震を推定した長周期地震動の応答、直下型極大地震を推定した最大鉛直加速度が1Gを超える上下動入力の影響、地震後のメンテナンスにかかわる残留変位、上部架構の損傷及び家具応答である。特に免震建物応答評価に重要な家具応答では、すべり支承応答にも有効な床の応答震度指標を提案した。実験結果は免震装置選択に役立つよう戸建て住宅用免震システムの性能表の形で提示している。

第4章　免震層変位を制限した性能設計では、標準的な戸建て免震住宅のモデルを用いて応答解析を行い、耐震等級対応時には免震装置にどれ程の変形能力が必要なのか、免震層応答変位を制限するためにはどれ程のダンパー量を付加する必要があるか、又、ストッパーを用いて応答変位を制限する場合は上部架構が大きな応答となるが、建物が倒壊しない範囲に上部架構応答を抑えるためにはどのような設計が必要となるかを検討し、戸建て免震住宅の性能グレード別設計法に結び付けている。

第5章　性能設計した戸建て免震住宅のライフサイクルコスト評価では、性能グレード毎の設計を対象として、地震動のレベルに応じた上部架構応答より建物・家財の修復コストを算出し、その地震発生確率で重みづけして年間の期待損失コストを求めた。初期免震化にかかるコストも加えて建物耐用年数中の総期待コスト（ライフサイクルコストLCC）として戸建て免震住宅の性能グレード評価を行い、耐震建物と比較することで免震建物の優位条件を確認した。

第6章　結論では、ここまでの研究成果をまとめ、総合的に考慮することで免震化判断、免震装置選択及び免震化評価までを含めた性能明示型戸建て住宅免震設計フローを提示している。
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